
 
 
 
 
 
 
 
 

第８章          
障害福祉課 
事業概要 
 



 障害者基本法（第１１条）に基づき、国の障害者基本計画を基本として県が定める計画
 本県の障害者施策を推進するための基本的指針となる総合的な計画

１ 第３次青森県障害者計画の推進

計画の位置付け

計画の概要

施策の柱（分野別）

（１）基本理念 （２）計画期間

（３）各分野に共通する横断的視点 （４）推進体制

【だれもが、どこでも、自立し、安心して暮らせる共生社会をめざして】 平成２５年度～令和４年度（１０年間） ※平成３０年度に改訂

○共生・・・共に支え合いながら生活できる社会をめざす
○自立・・・障害者の自己決定により社会に参加できる社会をめざす
○安心・・・安心して生活できる社会をめざす

１．障害・障害者への理解促進と共生
障害・障害者への理解促進、 広報・啓発

２．生活支援の充実
利用者本位の生活支援体制の整備、 障害者の権利擁護の推進、
障害福祉サービスの充実、 地域生活支援サービスの充実 等

３．生活環境の充実
福祉のまちづくりの推進、ユニバーサルデザインの普及等

４．保健・医療の充実
保健・医療の充実

５．教育の充実
特別支援教育の充実、 理解・啓発の推進、教員の資質の向上

６．雇用・就業の促進
雇用の促進と職場定着、 障害者の職業能力開発の推進、
一般就労への移行を促進するための支援等の充実・強化

７．情報バリアフリー化の推進
情報バリアフリー化の推進、 視覚、聴覚障害者の日常生活意思疎通支援

８．スポーツ・文化・芸術活動への参加
スポーツ・文化・芸術活動への参加促進

進捗状況の管理・評価
障害者施策推進協議会による実施状況の評価

第１節 障害者福祉対策

２ 青森県障害福祉サービス実施計画（第６期計画）の推進

計画の概要

計画でめざす主な内容

（３）基本理念

（２）計画期間

【障害者が、住み慣れた地域で、その人らしく自立して、安心した生活を
送ることができる青森県をめざします】

令和３年度～令和５年度（３年間）

（４）基本的目標

① 障害者がその人らしく自立できるようニーズに合った障害福祉サービ
スの充実及び質の向上

② 障害者支援施設及び精神科病院から住み慣れた地域への移行の推進
③ 障害者が自立し安心した生活を送るため福祉施設から一般就労への移

行の推進
④ 障害のある子どもが身近な地域で必要な支援が受けられる障害児支援の

提供体制の整備
⑤ 障害者が安心した生活を送るための相談支援体制の充実と専門性の高

い人材の確保

成果目標 R元 R5

施設入所者の地域移行の人数 － 189人

施設入所者数 2,412人 2,358人

成果目標 H26※ R5

１年以上の長期入院患者数 1,979人 1,432人

精神病床から退院後１年以内の地域における平均
生活日数

－ 316日

成果目標 R元 R5

拠点等の整備箇所数 1か所 6か所

成果目標 R元 R5

福祉施設から一般就労への移行者数 130人 166人

就労定着支援事業の利用率 14.6% 70%

就労定着支援事業所の就労定着率
8割以上の事業所の割合 － 70%

（１）地域生活支援拠点等が有する機能の充実

（２）福祉施設入所者の地域生活への移行

（３）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

（４）福祉施設から一般就労への移行等

（１）計画の位置づけ

• 障害者総合支援法第８９条第１項に基づく都道府県障害福祉
計画及び児童福祉法第３３条の２２第１項の規定に基づく都
道府県障害児福祉計画

• 第３次青森県障害者計画の「生活支援の充実」に掲げる障害
福祉サービス及び地域生活支援事業等の実施計画

相談

体制づくり

体験利用

拠点の例

専門性

緊急時対応

（５）障害児支援の提供体制の整備等

※障害者の地域
生活を支援するた
め、相談・福祉
サービス体験利
用・緊急時対応な
どの機能を集約
化したもの

成果目標 R5

児童発達支援センターの設置
各市町村又は各圏域に
少なくとも1か所以上設置

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築
各市町村又は圏域にお
いて体制を構築

主に重症心身障害児を支援する児童発達支
援事業所及び放課後等デイサービスの確保

各市町村又は各圏域に
少なくとも1か所以上確保

※国の基本指針における算定式での基準年を用いるため、H26としている。
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３ 障害者差別解消への対応

障害者差別解消法

定 義

法の概要

• 「障害者」とは、身体障害・知的障害・精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会
的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

• 「社会的障壁」とは、障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観
念その他一切のものをいう。

• 平成２８年４月１日、障害者差別解消法が施行。
• 国及び地方公共団体等の行政機関と事業者に対して、「不当な差別的取扱いの禁止」と「合理的配慮の提供」が義務付けられた。
• 「不当な差別的取扱いの禁止」は、行政機関も事業者も法的義務、「合理的配慮の提供」は、行政機関は法的義務、事業者は努力義務。
※ 令和３年６月４日、過重な負担がない範囲での「合理的配慮の提供」を事業者に義務付ける改正障害者差別解消法公布。（施行日は公
布日から起算して３年を超えない日）

障害者差別解消への対応

① 職員対応要領の制定
・県職員が障害者に対して適切な対応をするため、職員対応要領「障害のある方への配慮マニュアル」を制定（平成２８年３月）
・知事部局のほか、病院局、教育委員会、警察本部でも制定

② 相談体制・紛争防止の体制整備
・障害者やその家族等からの相談に的確に応ずるため、障害者差別解消相談窓口を「青森県身体障害者福祉センターねむのき会館」

に設置（平成２８年４月）
・相談等（問合せ等も含む）の件数 ２７件（令和３年度）

③ 障害者差別解消支援地域協議会の設置
・地域における関係機関が相談事例等の共有・協議を通じて、差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、青森県障害

者差別解消支援地域協議会を設置
・令和元年度は１回開催、令和２年度は未開催（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため）、令和３年度は１回開催（書面）

④ 県民への啓発
・県のホームページ（常時）
・県広報ラジオ（月１回）
・障害者団体が開催する会議や県民の集会等に直接出向く出前トークなどの場において、法の趣旨等の説明（随時） 3

４ 障害者虐待への対応

障害者虐待防止法

障害者虐待への対応

定 義

法の概要

• 「障害者」とは、身体・知的・精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁に
より日常生活・社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

• 「障害者虐待」とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待、③使用者による障害者虐待をいう。
• 障害者虐待の類型は、①身体的虐待、②性的虐待、③心理的虐待、④放棄・放置、⑤経済的虐待の５つ。

• 平成２４年１０月１日、障害者虐待防止法が施行。
• 市町村は「障害者虐待防止センター」として、養護者や障害者福祉施設従事者による虐待通報の受理、養護者等への相談対応等を行う。
• 県は「障害者権利擁護センター」として、使用者虐待の通報の受理、市町村への助言・援助等を行う。

養護者による障害者虐待

通
報
等

市
町
村

県

市
町
村
に

よ
る
措
置

• 障害者虐待の種別
身体的虐待 ７件
性的虐待 １件
心理的虐待 ４件
放棄・放置 ０件
経済的虐待 ４件

• 措置の内容
分離 ４件

指導・助言など １０件

41件

1件 0件
認定
14件

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待

通
報
等

県

市
町
村

行
政
指
導

行
政
処
分

1件

32件
認定16件 合計

認定
16件

件数は令和２年度の状況

14件 7件

• 障害者虐待の種別
身体的虐待 １２件
性的虐待 ４件
心理的虐待 ７件
放棄・放置 ３件
経済的虐待 １件

• 虐待のあった施設等の種別
障害者支援施設 ３件
生活介護等障害福祉サービス １２件
地域活動支援センター １件

使用者による障害者虐待 ※

通
報
等

県

市
町
村 労

働
局

3件
認定
0件0件

※ 使用者による虐待について
企業等の事業者が雇用している障害者に対して

行った虐待については、市町村・県は虐待の事実確
認を行い、虐待と認められた場合は労働局に報告す
る。

※ 虐待種別が重複するため合計は認定件数と一致しない場合がある。
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５ 福祉のまちづくりの概要

平成１０年１０
月、「青森県福
祉のまちづくり
条例」を制定

多くの人が利用する公
共的施設をすべての人
が自由に、安心して、
積極的に社会参加する
ことができるよう行動
上その他の障壁のない
まちづくりを推進する。

公共的施設の整備基準（一例）

公共的施設（建築物）
老人ホーム、病院・診療所、学校、銀行、
公民館、図書館、駅、官公庁の庁舎、公
衆便所、飲食業・物品販売業、サービス
業の店舗、スポーツ・遊興施設、ホテル、
旅館等

整備項目 整備基準

駐車場 車いすの方などが利用できるスペースを出入口に近い場所に１ヵ所以上設ける。

通路 車いすなどでも利用できるよう、できるだけ段差をなくし、視覚障害者誘導ブロックや注意喚起用ブロックを設ける。

出入口 広いスペースを確保するほか、分かりやすい案内板や視覚障害者用ブロックを設ける。

廊下 十分な幅（120㎝以上）をもたせるとともにすべりにくくする。段差のある箇所にスロープを設置する。

階段 手すり（両側）や視覚障害者注意喚起用ブロックを設ける。

トイレ
車いす使用者用トイレを１ヵ所以上設置し、出入口等の幅を80㎝以上とする。車いす使用者用トイ
レには、誰でも利用できる旨を表示する。

青森県障害者スポーツ大会
・令和３年８月から９月にかけて開催予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

全国障害者スポーツ大会
・令和３年１０月、三重県で開催予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により、三重大会の開催が中止となった。

６ 障害者スポーツの振興
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■市町村地域生活支援事業
・理解促進研修・啓発事業
・相談支援事業
・意思疎通支援事業
・日常生活用具給付等事業
・手話奉仕員養成研修事業
・移動支援事業
・地域活動支援センター機能
強化事業

等
■都道府県地域生活支援事業
・専門性の高い相談支援事業
・専門性の高い意思疎通支援
を行う者の養成研修事業

・専門性の高い意思疎通支援
を行う者の派遣事業

・広域的な支援事業
等

７ 障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）

障害者総合支援法による支援内容

障害者総合支援法によるサービスの全体像は以下のとおりとなっている。

■介護給付費
・居宅介護
・重度訪問介護
・同行援護
・行動援護
・療養介護
・生活介護
・短期入所
・重度障害者等包括支援
・施設入所支援

■訓練等給付費
・自立訓練
・就労移行支援
・就労継続支援
・就労定着支援
・自立生活援助
・共同生活援助

自立支援給付 地域生活支援事業

障害福祉サービス

■特定障害者特別給付費 ■地域相談支援給付費
■計画相談支援給付費 ■療養介護医療費
■補装具費 ■自立支援医療費
■高額障害福祉サービス等給付費 更生医療

育成医療
精神通院医療

障害福祉サービス利用の手続き

障害福祉サービスの利用を希望する場合は市町村に申請し支給決定を受ける必要がある。
利用の申請から支給決定までの手続きは以下のとおりとなっている。

相談

申請

調査（アセスメント）

審査会の意見聴取

勘案事項調査・サービス利用意向の聴取
＋サービス等利用計画案

暫定支給決定

訓練・就労評価項目

個別支援計画

障害支援区分の一次判定（コンピュータ判定）

障害支援区分の二次判定（審査会による判定）

障害支援区分の認定

支給決定

介護給付を希望する場合 訓練等給付を希望する場合
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(1)障害支援区分認定の実施状況等

障害支援区分の認定に当たっては、各圏域に市町
村審査会が設置されており、同審査会において、障
害支援区分の審査及び判定を行っている。

市町村においては、同審査会による審査及び判定
の結果に基づき、障害支援区分の認定を行い、障害
福祉サービスの利用を決定している。

(2)障害者介護給付費等不服審査会及び障害児通所給付費等不服審査会

県及び市町村が行った介護給付費等の処分に係る審査請求を審理するため、「青森県障
害者介護給付費等不服審査会」及び「青森県障害児通所給付費等不服審査会」を県に設置
している。

〔設置年月日〕 （障害者介護給付費等不服審査会）平成１８年６月８日
（障害児通所給付費等不服審査会）平成２８年１１月１５日

〔委 員 数〕 各審査会 ５名以内
（障害者等の保健又は福祉に関する学識経験を有する者で構成。）

区分１
1% 区分２

13%

区分３
19%

区分４

20%

区分５
19%

区分６
28%

障害福祉サービス利用者全体に占める

障害支援区分ごとの割合（令和4年3月末）

9

(3)障害福祉サービス事業所等の指定状況等

障害者総合支援法の施行により、平成２４年度から、身体障害、知的障害、精神障害の
三障害共通の仕組みで障害福祉サービス事業所等によるサービスが提供されている。

県では、青森市及び八戸市を除く地域において事業を実施する事業所等を所管し、指定
等を行っている。（青森市及び八戸市において事業を実施する事業所等については、各市
が所管し、指定等を行っている。）

県が所管する障害福祉サービス等の事業所数は、令和４年４月１日現在で、
○居宅介護、重度訪問介護等の介護給付を行う事業所が６９６事業所
○自立訓練、就労移行支援等の訓練等給付を行う事業所が３６１事業所
○地域移行支援、地域定着支援の相談支援を行う事業所が８０事業所

であり、合計で１，１３７事業所となっている。

(4)自立支援医療(更生医療)の給付

・日常生活能力の回復や職業能力の向上を図るため、身体上の障害を除去又は軽減するこ
とを目的としている。

・令和３年度は、延べ54,392件、2,696,429千円を給付した。

(5)補装具の給付

・身体障害者(児)の身体の欠損、機能の損傷を補い、日常生活又は就業活動を容易にする
ための、義肢、車いす、補聴器、装具等を給付する。

・令和３年度は、延べ4,070件、427,347千円を給付した。
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障害福祉サービス利用者の利益保護、障害福祉サービス事業者運営の適正化を図る観点か
ら、令和３年において、４７事業所を対象として実地指導を実施した。なお、全事業所を対
象とした集団指導は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、集合形式での開催
を中止し、書面開催（ホームページへの資料掲載）とした。

また、市町村の障害者自立支援給付費等事務が適正かつ円滑に行われるよう、１７市町村
を対象として実地指導を実施した。

(7)障害者自立支援給付費負担金

障害者総合支援法に基づき、障害児者を対象に市町村が支給する介護給付費及び訓練等
給付費等に要する費用の２５％（法定負担率）を負担している。

令和３年度の実績は、8,222,652千円である。
＜内訳＞
・障害福祉サービス費等 8,010,175千円
・相談支援給付費等 139,400千円
・療養介護医療費等 72,050千円
・高額障害福祉サービス等給付費 1,022千円
・やむを得ない事由による措置 5千円

(6)障害福祉サービス事業者等に対する指導等の状況

８ 児童福祉法

児童福祉法による支援内容

平成２４年４月から障害児の給付の根拠法が居宅サービスを除いて児童福祉法に一元化さ
れ、障害児通所給付費、障害児入所給付費、障害児相談支援給付費等が位置づけられた。

■障害児通所給付費
・児童発達支援
・医療型児童発達支援
・居宅訪問型児童発達支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援

■障害児入所給付費
・福祉型障害児入所施設
・医療型障害児入所施設

■高額障害児通所給付費 ■高額障害児入所給付費
■障害児相談支援給付費 等

(1)サービス利用児童数

障害児通所支援サービスについては市町村において利用を決定し、障害児入所支援サー
ビスについては県において利用を決定している。

県内で令和４年３月に障害児通所支援サービスを利用した児童数は３，１６１人、障害
児入所支援サービスを利用した児童数は１２５人となっている。

児童福祉法による給付
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(2)障害児通所支援事業所及び障害児入所施設の指定状況

(3)障害児通所給付費、障害児入所給付費等負担金

県では、児童福祉法に基づき、次のとおり負担している。
○障害児通所給付費等及び障害児相談支援給付費については費用の２５％
○障害児入所給付費等については費用の５０％

令和３年度の実績は、2,067,445千円である。
＜内訳＞
・障害児通所給付費・措置費 1,192,080千円
・障害児相談支援給付費 43,294千円
・障害児入所給付費・措置費 832,071千円

県では、県内で事業を実施する障害児通所支援事業所及び障害児入所施設の指定等を
行っている。（障害児相談支援事業所については、市町村が指定等を行っている。）

県が指定している事業所、施設数は、令和４年４月１日現在で、
○障害児通所支援事業所が１５１事業所
○障害児入所施設が１３施設
となっている。

９ 身体障害者福祉・知的障害者福祉の概要

(1)身体障害児者の福祉

身体障害者手帳
の交付

令和4年3月31日現在の県内の身体
障害者手帳交付児者数は、54,998人
となっている。

身体障害者福祉法に定める身体上の障害がある者に対し

都道府県知事、指定都市市長又は中核市市長が交付する。

肢体不自由

48.7%
内部障害

35.9%

聴覚・平衡機能

8.7%

視覚

5.8% 音声・言語機能

0.9%
障害種別の構成比

概
要

交
付
対
象
児
者

・視覚障害 ・聴覚又は平衡機能障害
・音声機能、言語機能又はそしゃく機能障害
・肢体不自由 ・心臓機能障害
・じん臓機能障害 ・呼吸器機能障害
・ぼうこう又は直腸機能障害
・ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害
・小腸機能障害 ・肝臓機能障害

身体障害者福祉
法別表に掲げる身
体上の障害がある
もの（いずれも、
一定以上で永続す
ることが要件とさ
れている）

交付児者数
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・身体障害者の更生相談に応じ、指導を行い、福祉事務所等の関係機関への協力や地域福
祉活動の中核となって援護思想の普及に努める。

・平成２４年４月から、身体障害者相談員に係る業務は市町村に移譲。

身体障害者相談員の設置

(2)知的障害児者の福祉

愛護（療育）手帳の交付

・令和4年3月31日現在の手帳交付者数
は、13,865人。

・性別では、男60.78％、女39.22％、
児者別では、児17.39％、者82.61％
となっている。

愛護手帳（全国的には「療育手帳」）は、知的障害児（者）に対して一貫した指導・

相談を行うとともに、各種の援助措置を受けやすくするため知的障害児（者）に交付さ
れる。

愛護手帳には「Ａ」と「Ｂ」の２つがあり、「Ａ」が重度で「Ｂ」がそれ以外の障害
の程度を表している。
知能測定値、基本的生活習慣、問題行動を総合的に判断し、重度「Ａ」と重度以外

（中軽度）「Ｂ」に分けている。

概 要

交付対象児者

交付児者数

Α
37.0%Β

63.0%

障害程度別
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在宅障害者(児)の地域での生活を支援するため、県内３箇所（令和４年４月１日現在）
の施設において、家庭訪問、外来、施設訪問により、次の事業を実施する。

・知的障害者の福祉の増進を図るため、知的障害者、またはその保護者の相談に応じ、
指導・助言及び知的障害者の更生のために必要な援助を行う。

・平成24年4月から、知的障害者相談員に係る業務は市町村に移譲。

(１) 在宅支援訪問療育等指導事業 （令和３年度巡回相談 127件）
相談に応じて家庭訪問や地域を巡回訪問することにより、助言・指導を行う。

(２)在宅支援外来療育等指導事業 （令和３年度外来相談 591件）
在宅の障害児者及び保護者に対し、外来により各種の相談を受け指導を行う。

(３) 施設支援一般指導事業 （令和３年度指導件数 41件）
障害児通園（デイサービス）事業及び障害児保育を行う保育所等の職員に対し

療育に関する技術の指導を行う。

障害児等療育支援事業

知的障害者相談員の設置

(3) 発達障害児者の福祉

経緯等

・発達障害に関する各般の問題について、本人や家族から各種相談に応じ、関係施設・関
係機関との連携強化により、総合的な支援体制を整備する地域の拠点として、平成17年
に青森県発達障害者支援センターを設置し、平成28年度から県内3か所体制とした。

〇青森県発達障害者支援センターステップ（青森市）
〇青森県発達障害者支援センターわかば（五所川原市）

〇青森県発達障害者支援センターDoors（八戸市）

青森県発達障害者
支援センター

電 話 相 談

FAX、メール相談

本人・家族

保健師
保育士等

・来所相談
・医療相談

・親へのサポート支援
・職場研修への講師派遣
・市町村乳幼児健診のサポート
・健診後のフォローアップ
・保育所訪問支援等

・自閉症、アスペルガー症候群等の発達障害は、生まれながらの脳機能障害であり、本人、
家族は、社会生活上、様々な困難を抱えている一方で、必要な支援がされにくい状況に
あった。

体制等
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１０ その他の障害福祉制度

(1)特別障害者手当等の給付

(1)特別障害者手当
２０歳以上で、日常生活に常時特別の介護を

要する在宅の重度障害者が対象
(2)障害児福祉手当

２０歳未満で、日常生活に常時特別の介護を
要する在宅の障害児が対象

(3)経過的福祉手当
従来の福祉手当受給資格者で、特別障害者手

当、障害基礎年金のいずれも受給できない者

(1)特別障害者手当
月額 27,350円(R3年4月～)

(2)障害児福祉手当
月額 14,880円(R3年4月～)

(3)福祉手当(経過措置分)
月額 14,880円(R3年4月～)

（１）特別障害者手当
精神又は身体に著しく重度の障害を有し、日常生活において常時特別の介護を必要とす

る特別障害者に対して、重度の障害のため必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減
の一助として手当を支給することにより、特別障害者の福祉の向上を図る。、特別障害児

の福祉の向上を図ることを目的としています。
（２）障害児福祉手当

重度障害児に対して、その障害のため必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減
の一助として手当を支給することにより、特別障害児の福祉の向上を図る。

（３）経過的福祉手当
重度障害者に対して、その障害のため必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽

減の一助として手当を支給することにより、特別障害者の福祉の向上を図る。

支給額

支
給
要
件

・市町村が行う重度心身障害者
医療費助成事業に対して、
県が１／２を補助する。

・令和３年度県補助額
659,175千円

(2)重度心身障害者の医療費の助成

（１）市町村民税課税世帯の自己負担（１割）

（２）市町村民税非課税世帯は自己負担なし

重度障害者が安心して健康に日常生活を送るために、福祉的な措置として医療費の自己負
担を軽減する。

（１）身体障害者手帳１級、２級、内部障害３級（心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう又は
直腸、小腸機能障害に限る）

（２）愛護（療育）手帳Α
（３）精神障害者保健福祉手帳１級

※65歳以上で、新たに(1)から(3)の重度障害者になった方は対象外。

目的

対象者

負担額 市町村助成額

自己負担上限 外来 18,000円
入院 57,600円

 第８章　障害福祉課　事業概要

-268-



(3)地域生活支援事業

(1)障害者等に対する理解を深めるための研修・啓発事業
(2)障害者、家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援事業
(3)日常生活用具の給付・貸与、手話奉仕員の養成を行う事業、障害者の移動支援の事業等

(1)市町村では実施が困難な専門性の高い相談支援事業
(2)専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成及び派遣等

県地域生活支援事業

障害児者が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利
用者の状況に応じ、柔軟な形態により事業を効果的・効率的に実施し、障害児者の福祉の
増進を図る。

(1)地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施することにより、効率的・効果的な事
業実施が可能である事業

(2)地方分権の観点から、地方が自主的に取り組む事業
(3)生活ニーズに応じて個別給付と組み合わせて利用することも想定できる事業
(4)障害者保健福祉サービスに関する普及啓発等の事業

目的

事業の性格

市町村地域生活支援事業

(4)心身障害者扶養共済制度

・将来独立して自活することが困難と認められる心身障害者（児）の経済的な保障を行う。
・給付額は、１口加入20,000円。２口加入40,000円。掛金は年齢によって異なる。

(5)障害者就業・生活支援事業

・障害者雇用促進法に基づき、各圏域に１か所ずつ県が「障害者就業・生活支援セン
ター」を指定。

・同センターに生活支援担当職員を配置し、就職や職場定着が困難な障害者に対し、就業
や日常生活に必要な支援を行っている。

・令和３年度の対象登録者数は２，３３３人となっている。

令和３年度実施状況

支援内容 電話 家庭訪問 職場訪問 来所 他機関訪問 その他

延べ回数 ２，０１１ １０７ １，０７２ ５３４ １５６ ４６９
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１１ 出先機関

(1)青森県障害者相談センター

身体障害者の更生援護のための相談及び身体障害者手帳の交付事務並びに知的障害者の
福祉に関する相談及び愛護(療育)手帳の交付事務等を行う。

地域精神保健福祉活動を推進するために、保健所をはじめ、精神保健福祉活動に関わる各
機関に対し、専門的な立場から技術指導及び援助を行う。

・各療育福祉センターは、平成26年4月1日から肢体不自由児及び重症心身障害児者のため
の必要な医療・療育、福祉サービスを提供していく、診療所を併設した福祉施設に転換
した。

(2)青森県立精神保健福祉センター

(3)青森県立あすなろ療育福祉センター、さわらび療育福祉センター

・あすなろ療育福祉センターにおいては、歯科診療を提供しているほか、障害児者とそ
の家族に対して、医療・療育・福祉サービスに関する情報提供及び相談支援をワンス
トップで提供する「総合相談支援センター」を設置した。

１２ その他施設

(1)青森県立はまなす医療療育センター

・主に肢体不自由児及び重症心身障害児者を対象とした施設。
・施設の運営を、日本赤十字社に指定管理委託している。

・点字図書等を無料で閲覧貸出しをすることを業務として、昭和４４年に設置された。
・平成３年から青森県青森福祉庁舎(青森市石江)に移転し、施設の運営は、一般社団法人青
森県視覚障害者福祉会に指定管理委託している。

・字幕入りビデオテープの製作・貸出しや手話通訳者、要約筆記者の養成等を主な業務と
して、平成１２年４月に青森市筒井に設置された。

・施設の運営は、一般社団法人青森県ろうあ協会に指定管理委託している。

(2)青森県視覚障害者情報センター

(3)青森県聴覚障害者情報センター

・身体障害者の各種相談、教養の向上、スポーツ、レクリエーション、機能回復訓練や各
種団体活動、社会参加促進事業等のための利用施設として、昭和４８年に青森市野尻に
設置された。

・施設の運営は、一般財団法人青森県身体障害者福祉協会に指定管理委託している。

(4)青森県身体障害者福祉センター ねむのき会館
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第２節 精神障害保健対策

１ 精神科医療の概要

（目的）
①精神障害者の医療及び保護を行うこと
②障害者総合支援法と相まって精神障害者の社会復帰の促進及びその自立と社会経済活動への参加の
促進のために必要な援助を行なうこと

③精神障害者の発生の予防その他国民の精神的健康の保持及び増進に努めること
によって、精神障害者の福祉の増進及び国民の精神保健の向上を図ることとされている。

精神保健及び精神障害者の福祉に関する法律

精神科医療の入院形態

入院形態 概 要

任意入院
（法第20条）

医師が入院治療を必要と認め､精神障害者本人が自らの入院に同意した場合に､入院医療を行う。

措置入院
（法第29条）

・入院させなければ､自傷他害(自身を傷つけたり他人に害を及ぼすこと)のおそれのある精神障害者を強制的
に入院させ､必要な医療及び保護を行う｡
・２名以上の精神保健指定医の診断の結果、一致して措置入院が必要と判断した場合に行うことができる。

緊急措置入院
（法第29条の2）

措置入院の要件に該当する者で、急速を要し、通常の手続きを採ることができない場合、１名の指定医の
診断により行われる措置入院。入院期間は７２時間以内。

医療保護入院
（法第33条第1項、第3項）

・自傷他害のおそれはないものの､医療及び保護のため入院の必要があり､家族等（配偶者、親権者等）の
同意があった場合に、本人の同意を得ることなく行われる入院。

応急入院
（法第33条の7）

・急速を要し、家族等の同意を得る時間がない等の場合に、本人の同意がなくとも、指定医の診察により
行われる入院。入院期間は７２時間以内。

自立支援医療（精神通院医療）

精神通院医療は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する統合失調症、
精神作用物質による急性中毒、その他の精神疾患（てんかんを含む。）を有する者で、通院
による精神医療を継続的に要する病状にある者に対し、その通院医療に係る自立支援医療費
の支給を行うもの。

＜精神通院医療の範囲＞
精神障害及び当該精神障害に起因して生じた病態に対して病院又は診療所に入院しないで

行なわれる医療（通院医療）である。
症状が殆ど消失している患者であっても、軽快状態を維持し、再発を予防するためになお

通院医療を続ける必要がある場合も対象となる。

＜自己負担額＞
原則１割負担だが、所得に応じ１月あたりの負担額は下記のとおりとなる。
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精神障害者の人権に配慮しつつ、その適正な医療及び保護を確保するため、精神科病院に
入院している精神障害者の処遇等について、専門的かつ独立的な機関として審査を行う精神
医療審査会を設置している。

２ 精神医療審査会

３ 精神障害者保健福祉手帳

精神障害者保健福祉手帳は、一定程度の精神障害の状態にあることを認定するもの。

＜対象者＞
何らかの精神疾患（てんかん、発達障害などを含む）により、長期にわたり日常生活又は社

会生活への制約がある方を対象としている。
対象となるのは全ての精神疾患で、次のようなものが含まれる。

•統合失調症 •うつ病、そううつ病などの気分障害 •てんかん
•薬物やアルコールによる急性中毒又はその依存症 •高次脳機能障害
•発達障害（自閉症、学習障害、注意欠陥多動性障害等）
•その他の精神疾患（ストレス関連障害等）

ただし、知的障害があり、上記の精神疾患がない方については、療育手帳(愛護手帳)制度が
あるため、手帳の対象とはならない。（知的障害と精神疾患を両方有する場合は、両方の手帳
を受けることができる。）
また、手帳を受けるためには、その精神疾患による初診から6ヶ月以上経過していることが必

要になる。

＜等級＞
手帳は１級から３級までとなる。

４ 精神科救急医療システム整備事業

目的

緊急な医療を必要とする全ての精神障害者等が、迅速かつ適切な医療を受けられるように、夜間、休日
の精神科救急医療体制を確保することを目的とする。

当県における体制

県内６圏域において、２２精神科病院による輪番制をとっている。

青森 津軽 八戸 西北五 上十三 下北

つくしが丘病院 弘前愛成会病院 松平病院 つがる総合病院 十和田市立中央病院 むつ総合病院

芙蓉会病院 藤代健生病院 みちのく記念病院 布施病院 十和田済誠会病院

生協さくら病院 黒石あけぼの病院 湊病院 高松病院

浅虫温泉病院 聖康会病院 八戸赤十字病院 三沢聖心会病院

さくら病院

八戸市民病院

青南病院

内容

夜間（午後５時から翌日午前9時）・休日（午前9時～午後５時）において緊急に精神科医療を必要とする

方を対象に、適切な医療を確保するため、二次医療圏ごとに病院群輪番制による精神科救急医療体制を
整備する。
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５ 高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業

(1) 根拠・目的について

【根拠】
障害者総合支援法における地域生活支援事業（都道府県必須事業）

【事業目的】
高次脳機能障害とは、外傷性脳挫傷（交通事故、スポーツ事故など）、脳血管障害（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血）、

脳腫瘍や脳炎などの原因により脳が損傷を受けた後遺症で、記憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会適応行動障害など
の障害を呈することをいい、本事業は、都道府県に高次脳機能障害者への支援拠点機関を置き、高次脳機能障害者に対す
る専門的な相談支援、関係機関との地域支援ネットワークの充実、高次脳機能障害に関する研修等を行い高次脳機能障害
者に対して適切な支援が提供される体制を整備する。

支援拠点機関

弘前脳卒中・リハビリテーションセンター（平成21年度～）、メディカルコート八戸西病院（令和元年度～）
２か所の機関を支援拠点機関に指定し、高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業を委託している。

実施事業

(2) 事業内容

検討委員会
地域の実態把握、連携確保、事業の実施状況の分

析等、総合的な検討を行う。
相談支援事業

支援コーディネーターを配置し、社会復帰支援の
ための相談支援、関係機関との連携調整を行う。
普及・啓発事業

講演・シンポジウムの開催等、普及啓発を行う。
研修事業

関係機関に対する研修等

 自殺対策基本法第１３条に定める都道府県の自殺対策計画
 本県の自殺対策を推進するための基本的指針となる総合的な計画

計画の位置付け

計画の概要

基本施策
全国的に推進する必要のある施策

（１）基本理念

（２）計画期間

（３）目標値

（４）推進体制

【誰も自殺に追い込まれることのない青森県】

平成３０年度～令和５年度（６年間）

自殺死亡率 １６．６ 自殺者数 １９３人 以下

１．市町村等への支援の強化

２．地域におけるネットワークの強化

３．自殺対策を支える人材の育成

４．住民への啓発と周知

○ 計画・実施・評価・改善のＰＤＣＡサイクルを推進
○ 知事をトップとする庁内の推進体制を構築し、全庁的
に計画の進捗状況を点検、評価する。

○ 外部有識者等で構成する 「青森県自殺対策連絡協議
会」から、毎年度、計画の進捗に関する意見を伺うなど、
多様な機関と連携して計画の着実な推進を図る。

６ 自殺対策事業

(1) いのち支える青森県自殺対策計画の推進

５．生きることの促進要因への支援

６．児童生徒の自殺予防に向けた心の教育等の推進

重点施策
県の課題に対応し重点的に推進する施策

１．高齢者対策

２．生活困窮者対策

３．勤務・経営問題対策

４．子ども・若者対策

生きる支援関連施策
自殺対策に関連した県の事業・取組

自殺総合対策大綱の重点施策12項目に合わせて整理
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１．コロナウイルスの影響で悩みを抱えた方々に必要な情報が届く体制を構築
・メディアを活用した普及啓発

悩みを抱えた方々が、既存の相談窓口に繋がるよう、必要な情報が届く体制を構築する。
・薬局を活用した普及啓発
・民間団体による県民への普及啓発活動

コロナ禍の心の健康の必要性を考慮した、対面型の普及啓発を民間団体に委託する。
２．市町村自殺対策推進の支援

・市町村等自殺対策担当者連絡会
県全体のネットワークの強化を図る。

・自殺対策ネットワーク連絡会
二次医療圏域毎のネットワークの強化を図る。

・中核市等自殺対策情報交換会
人口規模の大きい中核市に特化した取組の検討

３．中小企業関係者向けゲートキーパー育成研修

(2) 事業内容

１．いのち支える青森県自殺対策推進本部会議の開催
知事をトップに庁内の関係部局長で構成する本部会議を設置し、いのち支える青森県自殺対策計画の進捗評価を行う。

２．青森県自殺対策連絡協議会の開催
県内の関係機関・団体が連携し、総合的な自殺予防対策の推進を図る。

障害福祉課と県立精神保健福祉センターが機能を分担
障害福祉課：自殺対策計画策定、市町村計画策定支援、連絡調整会議等を実施
県立精神保健福祉センター：相談・研修会講師・技術指導、自死遺族のつどい・相談、関係者研修等を実施

１．生活と健康をつなぐ法律相談
２．あおもりいのちの電話相談事業費補助
３．自殺防止対策取組検証事業（人口動態統計の集計・分析、こころの健康等に関する調査等）
４．ゲートキーパー育成事業（介護支援専門員協会）

31

１．県民のこころの健康確保のための重点対策事業【重点事業(R3～)】

２．地域自殺対策強化事業

３．心のヘルスアップ事業

４．青森県自殺対策推進センター事業

７ 青森県ひきこもり地域支援センター事業

(1) 目的

【経緯】
国では、ひきこもりに特化した専門的な第一次相談窓口として、平成２１年度から都道府県・指定都市に「ひきこもり地域支援セン

ター」の整備を進めており、青森県では平成２８年６月に、県立精神保健福祉センターに「青森県ひきこもり地域支援センター」を
設置した。また、利用者の利便性を考慮し、県民福祉プラザ内にサテライトを設置し、電話相談、来所相談に対応している。

【事業目的】
ひきこもりの状態にある本人や家族からの相談に応じ適切な助言を行うとともに、地域における関係機関とのネットワークの構築や、

ひきこもり対策に必要な情報を広く提供することにより、ひきこもり状態にある本人の自立を促進する。

１．相談支援

本人及び家族等からの相談対応や、地域に出向

いての相談会の実施

２．グループ等支援

対人交流等を通じて社会参加の促進を促す本人

グループ（ひきこもりほっと・ステーション）、

家族同士の話し合い、精神科医による講義や情

報提供等を行う家族教室（青年期ひきこもり家

族教室）を開催

３．連絡協議会

ひきこもり支援に関わる関係機関を構成員とす

る連絡協議会の開催

４．研修会

ひきこもりに対する支援方法等の研修の実施

５．普及啓発

センター利用の広報、ひきこもり支援に関する

情報発信

実施事業

(2) 事業内容
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８ 医療的ケア児支援対策事業

(1) 青森県小児在宅支援センター事業

33

医療的ケアを要する子どもやその家族が、県内どこに住んでいても安心して生活ができ、充実した医療、福祉、保育、
教育等を受けられる環境を整備するため、医療機関からの在宅移行支援や学校・保育園・福祉事業所等受入支援等に関
する県内支援機関の相談・支援、医療的ケア児とのその家族の相談・支援及び情報提供を行うほか、支援機関の人材育
成等を実施し、県内の医療的ケア児支援体制の充実発展を目指す。
なお、青森県小児在宅支援センターは、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」で示す医療的ケア

児支援センターに位置付ける。

目 的

組織体制

１ アウトリーチに対応した相談・支援
（１）支援機関連携支援・スーパーバイズ
（２）在宅医療支援
（３）医療的ケア児とその家族の相談支援等

役 割

２ 人材育成
（１）小児在宅医療に関する各職種対象研修会
（２）小児在宅サポーター勉強会
（３）コーディネーターフォローアップ研修会

３ 現状把握・分析
（１）医療的ケア児（及びその家族）実態調査
（２）医療的ケア児の把握、地域の課題・評

価・分析等
（３）医療的ケア児支援リソースの現状把握・

分析等

青森県立中央病院に委託

６名（医師2名、看護師2名、医療ソーシャルワー
カー1名、事務員1名）

支援体制

(2) 医療的ケア児支援体制図

支
援
体
制
整
備

人
材
育
成

家
族
支
援

事
業
者
等
支
援

普
及
啓
発

医療的ケア児支援体制検討部会開催事業

医療的ケア児支援に係る医療、福祉、教育等の
関係機関による部会の設置・運営する

青森県小児在宅支援センター運
営事業 （R4～）
〇相談支援（支援機関）
・アウトリーチ型相談・SV
・電話相談

〇人材育成
・小児在宅支援に関する各職種
対象研修会

・多職種連携小児在宅サポー
ター勉強会

・コーディネーターフォロー
アップ研修会

〇相談支援（医療的ケア児とそ
の家族）

・アウトリーチ型相談
・電話相談
〇調査・分析
・医療的ケア児及び家族の実態
調査

・事業所受入状況調査

○情報提供
HP等により支援者や家族に対す
る情報提供・情報発信

○医療的ケア児保育所等
受入促進事業（こども
みらい課）

・受入啓発フォーラムの
開催による、保育施設
や市町村職員への意識
醸成及び医療的ケア保
育支援事業の周知

・施設長・保育士、看護
師向け研修

医療的ケア児支援地域展開促進事業
（R4重点～）
○圏域代表コーディネーターの育成
事業
地域に支援をつなぎ展開する圏域代
表コーディネーターを育成し、圏域
配置の促進及び地域支援を強化する

○看護師の確保・育成事業（再掲）

○短期入所（レスパイト）開設促進
事業
医療機関や介護保険施設による医療
型短期入所施設（レスパイト）事業
所の新規開設を促進する

○看護師の確保・育成事業
ナースセンターと連携のもと、在宅
医ケア児に関わる看護師を確保する
とともに、在宅医ケア児看護師の普
及啓発及び手技指導等研修によりス
キルを習得させる

○情報提供
HP等により支援者や家族に対する情
報発信

医療的ケア児支援ネットワーク促進事業

医療的ケア児への支援に従事できる者や総合
調整をする者を研修により養成する

（教育庁学校教育
課）R4～

•小児在宅支援セン
ターと連携した未
就学児からの就学
に係る相談及び新
任医療的ケア看護
職員への研修
•青森県版学校にお
ける医療的ケアハ
ンドブック（仮）
の作成
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第１表　障害支援区分認定に係る市町村審査会の設置状況（令和4年3月31日現在）

第２表　障害支援区分ごとの障害福祉サービス利用者数（令和4年3月31日現在）

第３表　障害者介護給付費等不服審査会における裁決の状況（令和4年3月31日現在）

第４表　青森県が所管する障害福祉サービス等の事業所数（令和4年4月1日現在）

第５表　更生医療の給付延件数と更生医療負担額

第６表　障害福祉サービス事業者等の集団指導及び実地指導の実施状況（令和3年度）

圏域名 広域組織名等 審査会設置年月日

青森地域 青森市 H18.4.1

津軽地域 津軽広域連合 H18.4.1

八戸地域 八戸市 H18.7.1

西北五地域 つがる西北五広域連合 H18.4.1

下北地域 下北圏域障害支援区分認定審査会 H18.6.30

上十三地域 上北地方教育・福祉事務組合 H18.7.1

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合　計

利用者数 188 1,827 2,531 2,747 2,596 3,870 13,759

却下 認容 棄却

2 0 0 0 0 0 2

審査請求件数 取り下げ件数 裁決件数  次年度繰越

事業所数

206

194

47

34

0

110

64

0

41

4

20

4

18

44

147

5

1

介護サービス包括型 95

外部サービス利用型 20

日中サービス支援型 3

40

40

1,137

 相談支援

地域定着支援

合　　　計

地域移行支援

種　　別

介護給付 居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

療養介護

生活介護

短期入所

重度障害者等包括支援

施設入所支援

就労継続支援（Ｂ型）

訓練等給付

共同生活援助

就労定着支援

自立生活援助

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

自立訓練（生活訓練（宿泊型））

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

年度 延件数 更生医療負担額（千円）

29 51,812 2,642,548

30 53,867 2,686,507

R元 55,402 2,720,694

R2 56,389 2,723,952

R3 54,392 2,696,429

 集団指導 実地指導

実施事業者数 288（書面開催） 47
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第７表　青森県地域生活支援事業実績（令和3年度）

事業名 実施主体 実施状況

１．障害者社会参加推進セ
ンター運営事業

事業内容：「障害者110番」運営事業ほか、障害者社
会参加推進事業の実施に対する協力等を行う。

２．「障害者110番」運営事
業

事業内容：常設相談窓口を設置し（相談員2人配
置）、障害者の権利擁護に係る相談等に対応する。
３年度相談件数：944件

３．相談員活動強化事業 ①県（（一財)青森県身
体障害者福祉協会に委
託）
②県（（一社）青森県
手をつなぐ育成会に委
託）

①身体障害者相談員研修
実施地区：青森市、弘前市、八戸市、むつ市
実施回数及び参加人員：延4回、延65人
②知的障害者相談員研修
オンライン開催
実施回数及び参加人員：28人

４．スポーツ教室開催事業 事業内容：視覚障害者スポーツ教室、ボウリング教
室、健康教室 等  ３年度参加人員　計461人

５．スポーツ大会開催事業 青森県障害者スポーツ大会
新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

６．スポーツ指導員養成事
業

初級スポーツ指導員養成研修会開催　中止
中級スポーツ指導員養成研修会派遣　３人
上級スポーツ指導員養成研修会派遣　中止

７．字幕入りビデオライブ
ラリー貸出事業

県((一社)青森県ろうあ
協会及び(社福)聴力障
害者情報文化センター
に委託）

利用登録者数：309人、29団体
貸出件数：158件

８．指定居宅介護事業者情
報提供事業

県（(一財)青森県身体
障害者福祉協会に委
託）

事業内容：障害者等が都道府県間を移動する際に、
その目的地において必要となるガイドヘルパーの確
保のための調整等を行う。

９．在宅視覚障害者点字指
導事業

在宅の重度視覚障害者（主に中途失明者）に点字の
指導を行う。令和２年度２人指導

10．視覚障害者コミュニケ
ーション支援事業

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

11．盲女性家庭生活訓練事
業

県（(一財)青森県身体
障害者福祉協会に委
託）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

12．盲青年等社会生活教室
開催事業

県（(一財)青森県身体
障害者福祉協会に委
託）

実施方法：オンライン
実施回数及び参加人数：１回、24人

13．手話講習会事業 県（(一社)青森県ろう
あ協会に委託）

実施地区：青森市、弘前市、藤崎町、鶴田町、八戸
市、六戸町、南部町、黒石市、五所川原市
実施回数及び参加人員：延52回、延461人

14．オストメイト社会適応
訓練事業

実施地区：青森市
実施回数及び参加人員：１回、40人

15．音声機能障害者発声訓
練事業

実施地区：弘前市、八戸市
実施回数及び参加人員：延66回、延355人

16．音声機能障害者指導者
養成事業

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

17．点訳奉仕員養成事業 点訳奉仕員3人養成

18．音訳奉仕員養成事業 音訳奉仕員9人養成

19．要約筆記者養成事業 講座Ⅰ：41時間（全10回） 9人修了
講座Ⅱ：43時間（全10回） 7人修了

20．手話奉仕員養成事業 入門課程：35時間（全23回）　 8人修了
基礎課程：45時間（全23回）　12人修了

21．手話通訳者養成事業 通訳Ⅰ：53時間（全19回）　8人修了
通訳Ⅱ：50時間（全16回）　5人修了
通訳Ⅲ：16時間（全5回）　 3人修了

22．手話通訳者設置事業 県（（一社）青森県ろ
うあ協会に委託）

設置場所：県障害福祉課（1人）
青森県聴覚障害者情報センター（2人）

23．手話通訳者等指導者養
成研修

県（(一社)青森県ろう
あ協会に委託）

手話指導者研修会　参加者52人
要約筆記者養成担当講師研修会　参加者4人

24．サービス提供者情報提
供等事業

県（(一社)青森県ろう
あ協会に委託）

件数　県内0件、県外0件

25．障害者権利擁護事業 県（(社福)青森県社会
福祉協議会及び（公
社）青森県社会福祉士
会に委託）

事業内容：障害者虐待の通報等への対応などを行う
障害者権利擁護センターの運営や困難事例の専門職
への相談支援体制の整備を行う。
相談・問合せ等件数　35件
障害者虐待防止・権利擁護研修
(新型コロナウイルス感染防止対策のため、動画配信
により実施)
専門職チームの派遣回数　0回

県（(一社)青森県ろう
あ協会に委託）

県（(一財)青森県身体
障害者福祉協会に委
託）

県（（一財)青森県身体
障害者福祉協会に委
託）

県（(一社)青森県視覚
障害者福祉会に委託）

県（(一財)青森県身体
障害者福祉協会に委
託）

県((一社)青森県視覚障
害者福祉会に委託)
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第８表　市町村地域生活支援事業実績（令和3年度）

1 2 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

7 2 25 1 19 2 26 40 17 30 27 32 7 3 17 255

青森市 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

平内町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 6

今別町 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 6

蓬田村 〇 〇 〇 〇 〇 5

外ヶ浜町 〇 ○ ○ 〇 〇 〇 〇 7

弘前市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

黒石市 〇 ○ 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 9

平川市 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 7

西目屋村 〇 1

藤崎町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 6

大鰐町 ○ 〇 〇 〇 〇 5

田舎館村 〇 〇 〇 3

板柳町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 8

八戸市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

三戸町 〇 〇 〇 〇 4

五戸町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 8

田子町 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 8

南部町 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 7

階上町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 6

新郷村 〇 〇 〇 3

五所川原市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 10

つがる市 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 7

鯵ヶ沢町 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 7

深浦町 〇 〇 ○ 〇 4

鶴田町 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 7

中泊町 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 7

十和田市 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 10

三沢市 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 10

野辺地町 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 6

七戸町 ○ 〇 〇 〇 〇 ○ 6

六戸町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 7

横浜町 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 6

東北町 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 6

六ヶ所村 ○ 〇 ○ ○ 〇 ○ 6

おいらせ町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 6

むつ市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 10

大間町 〇 〇 2

東通村 〇 ○ 2

風間浦村 〇 〇 2

佐井村 〇 〇 2

障
害
者
等
が
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
上
で
生
じ
る
「

社
会
的
障
壁
」

を
除

去
す
る
た
め
、

障
害
者
等
の
理
解
を
深
め
る
た
め
の
研
修
・
啓
発
を
通
じ
て
地
域
住

民
へ
の
働
き
か
け
を
強
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、

共
生
社
会
の
実
現
を
図
る
。

障
害
者
等
が
自
立
し
た
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

障

害
者
等
、

そ
の
家
族
、

地
域
住
民
等
に
よ
る
地
域
に
お
け
る
自
発
的
な
取
組
を
支
援

す
る
こ
と
に
よ
り
、

共
生
社
会
の
実
現
を
図
る
。

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

等
に
特
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
能
力
を
有
す
る
専
門
職
員

の
配
置
、

地
域
相
談
支
援
体
制
の
強
化
の
取
組
、

地
域
移
行
・
地
域
定
着
の
促
進
の

取
組
を
行
う
。

賃
貸
契
約
に
よ
る
一
般
住
宅
へ
の
入
居
に
当
た
っ

て
支
援
が
必
要
な
障
害
者
に
対

し
、

入
居
支
援
・
居
住
支
援
の
た
め
の
関
係
機
関
に
よ
る
サ
ポ
ー

ト
調
整
を
行
う
。

成
年
後
見
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
が
有
用
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
知
的
障
害
者
又
は

精
神
障
害
者
に
対
し
、

成
年
後
見
制
度
の
利
用
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、

権
利
擁

護
を
図
る
。

成
年
後
見
制
度
に
お
け
る
後
見
等
の
業
務
を
適
正
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
法
人
を
確

保
で
き
る
体
制
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、

市
民
後
見
人
の
活
用
も
含
め
た
法
人
後
見

の
活
動
を
支
援
す
る
こ
と
で
、

障
害
者
の
権
利
擁
護
を
図
る
。

聴
覚
・
言
語
機
能
・
音
声
機
能
・
視
覚
そ
の
他
の
障
害
の
た
め
、

意
思
疎
通
を
図
る

こ
と
に
支
障
が
あ
る
障
害
者
等
に
、

意
思
疎
通
を
仲
介
す
る
手
話
通
訳
者
等
の
派
遣

を
行
い
、

意
思
疎
通
の
円
滑
化
を
図
る
。

日
常
生
活
上
の
便
宜
を
は
か
る
た
め
、

重
度
障
害
者
等
に
用
具
を
給
付
又
は
貸
与
す

る
。

手
話
で
日
常
会
話
を
行
う
の
に
必
要
な
手
話
語
彙
及
び
手
話
表
現
技
術
を
習
得
し
た

者
を
養
成
し
、

意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
に
支
障
が
あ
る
障
害
者
等
の
自
立
し
た
日
常

生
活
又
は
社
会
生
活
を
営
む
こ
と
が
出
来
る
よ
う
に
す
る
。

移
動
支
援
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、

社
会
生
活
上
必
要
不
可
欠
な
外
出
及
び
余
暇

活
動
等
の
社
会
参
加
の
た
め
の
外
出
の
際
の
移
動
を
支
援
す
る
。

障
害
者
等
を
通
わ
せ
、

地
域
の
実
情
に
応
じ
、

創
作
的
活
動
又
は
生
産
活
動
の
機
会

の
提
供
、

社
会
と
の
交
流
の
促
進
等
の
便
宜
を
供
与
す
る
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

の
機
能
充
実
を
図
る
。

障
害
者
に
対
し
、

日
常
生
活
上
必
要
な
訓
練
・
指
導
等
の
本
人
活
動
支
援
、

福
祉

ホ
ー

ム
、

訪
問
入
浴
サ
ー

ビ
ス
等
を
行
っ

た
り
、

家
族
に
対
し
日
中
一
時
支
援
、

そ

の
他
日
常
生
活
支
援
事
業
を
行
う
。

ス
ポ
ー

ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ

ン
教
室
開
催
、

点
字
・
声
の
広
報
等
発
行
、

そ
の
他

社
会
参
加
支
援
事
業
を
行
う
。

知
的
障
害
者
職
親
委
託
、

そ
の
他
就
業
・
就
労
支
援
等
に
よ
り
、

障
害
者
の
就
業
・

就
労
支
援
を
行
う
。

政
策
的
な
課
題
に
対
す
る
事
業
を
計
画
的
に
実
施
し
、

も
っ

て
障
害
者
等
の
福
祉
の

増
進
を
図
る
と
と
も
に
、

障
害
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
国
民
が
相
互
に
人
格
と
個
性
を

尊
重
し
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
地
域
社
会
の
実
現
に
寄
与
す
る
。

3

理解促進
研修・啓

発

自発的活
動支援

基幹相談
支援セン
ター等機
能強化

住宅入居
等支援

実施事業
数

成年後見
制度利用

支援

成年後見
制度法人
後見支援

意思疎通
支援

日常生活
用具給付

等

手話奉仕
員養成研

修
移動支援

地域活動
支援セン
ター機能

強化

日常生活
支援

社会参加
支援

就業・就
労支援

促進事業

事
業
の
概
要

む
つ
下
北
地
区

青森県全体

東
青
地
区

中
弘
南
黒
地
区

三
八
地
区

西
北
五
地
区

上
十
三
地
区
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第９表　児童福祉法による障害児通所支援事業、障害児入所施設数

第１０表　身体障害者手帳所持状況（各年度3月31日現在、単位：人）

第１１表　障害別、等級別身体障害者手帳交付数

　（令和4年4月1日現在）

事業所数

福祉型児童発達支援センター 8

児童発達支援 33

93

17

0

9

4

164

障害児入所支援 福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

合　　　計

種　　別

障害児通所支援
児童発達支援

放課後デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

3,357 4,917 499 29,505 18,701 56,979

( 5.9 ) ( 8.6 ) ( 0.9 ) ( 51.8 ) ( 32.8 ) ( 100.0 )

3,391 4,920 496 29,044 19,130 56,981

( 5.9 ) ( 8.6 ) ( 0.9 ) ( 51.0 ) ( 33.6 ) ( 100.0 )

3,354 4,907 501 28,420 19,498 56,680

(5.9) (8.7) (0.9) (50.1) (34.4) (100.0)

3,324 4,899 506 27,836 19,846 56,411

(5.9) (8.7) (0.9) (49.3) (35.2) (100.0)

3,211 4,764 497 26,788 19,738 54,998

(5.8) (8.7) (0.9) (48.7) (35.9) (100.0)

計

R2

肢体不自由 内部障害

R3

年度別 視覚障害
聴覚･平衡機

能障害
音声･言語機

能障害

29

30

R元

各年度3月31日現在（単位：人）
等級別

障害別
29 1,377 851 202 236 390 301 3,357
30 1,406 864 201 240 394 286 3,391
R元 1,405 870 199 242 367 271 3,354
R2 1,395 877 201 239 352 260 3,324
R3 1,362 848 194 241 336 230 3,211
29 88 1,260 588 1,117 24 1,840 4,917
30 85 1,235 572 1,172 20 1,836 4,920
R元 66 1,207 578 1,200 20 1,836 4,907
R2 66 1,173 563 1,255 20 1,822 4,899
R3 63 1,135 546 1,268 20 1,732 4,764
29 13 20 321 145 0 0 499
30 13 16 319 148 0 0 496
R元 14 18 319 150 0 0 501
R2 12 13 327 154 0 0 506
R3 12 12 322 151 0 0 497
29 7,665 6,202 5,022 7,297 2,262 1,057 29,505
30 7,556 6,122 4,840 7,159 2,308 1,059 29,044
R元 7,417 5,971 4,685 6,963 2,335 1,049 28,420
R2 7,279 5,858 4,556 6,763 2,346 1,034 27,836
R3 7,059 5,644 4,352 6,459 2,245 1,029 26,788
29 12,241 137 2,759 3,564 0 0 18,701
30 12,348 141 2,869 3,772 0 0 19,130
R元 12,318 156 3,011 4,013 0 0 19,498
R2 12,337 161 3,159 4,189 0 0 19,846
R3 12,029 165 3,310 4,234 0 0 19,738
29 21,384 8,470 8,892 12,359 2,676 3,198 56,979
30 21,408 8,378 8,801 12,491 2,722 3,181 56,981
R元 21,220 8,222 8,792 12,568 2,722 3,156 56,680
R2 21,089 8,082 8,806 12,600 2,718 3,116 56,411
R3 20,525 7,804 8,724 12,353 2,601 2,991 54,998
％ 37.3% 14.2% 15.9% 22.5% 4.7% 5.4% 100% 

5  級 6  級 計

令和3年度  構成比

視 覚 障 害

聴覚平衡機能障害

音声言語機能障害

肢 体 不 自 由

内 部 障 害

計

年度別 1  級 2  級 3  級 4  級
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第１２表　愛護手帳交付数（各年度3月31日現在）

第１３表　発達障害者（児）の支援内容別件数の状況（単位：延件数）

第１４表  精神障害者保健福祉手帳所持状況（各年度末現在）

第１５表　精神科病院の状況（令和3年度）

第１６表　精神科病院の病床整備状況

　区分 総　数

年度 （人） 男 女 児 者 Ａ(重度) Ｂ(中軽度)

H29 12,893 7,680 5,213 2,386 10,507 5,022 7,871

H30 13,171 7,941 5,230 2,466 10,705 5,039 8,132

R元 13,484 8,157 5,327 2,496 10,988 5,132 8,352

R2 13,661 8,285 5,376 2,437 11,224 5,107 8,554

8,427 5,438 2,411 11,454 5,128 8,737

(60.78%) (39.22%) (17.39%) (82.61%) (36.99%) (63.01%)

※(　)内は構成比                                                             

性　　　別 児　 者　 別 障 害 程 度 別

R3 13,865

年度＼区分 相談支援・発達支援 相談支援・就労支援 普及啓発及び研修

H29 3,226 1,155 176

H30 3,657 909 161

R元 3,404 921 133

R2 4,156 695 111

R3 4,567 517 83

H29 H30 R元 R2 R3

11,882 12,050 12,237 12,279 12,311

１　級 4,080 3,873 3,712 3,536 3,357

２　級 6,408 6,642 6,775 6,868 6,969

３　級 1,394 1,535 1,750 1,875 1,985

交　付　数

内訳

病 院 数 1 1 2 2 1 5 11 2 1 26

 1 2 2 4 1 10

 (10) (10) (20) (40) (10) (90)

1 1 4 1 7

(1) (5) (4) (1) (11)

（　）は指定病床数

個人 計
一般財団法人・
一般社団法人

応急入院
指定病院

指　  定
病 院 数

広域連合・
一部事務組合

その他の
法人設置主体

独立行政法人
国立病院機構  県 市

日　本
赤十字社

医療法人・
社会医療法人

　種別

年度

29 27 4,449 △ 4 90 0

30 26 4,342 △ 107 90 0

R元 26 4,342 0 90 0

R2 26 4,317 △ 25 90 0

R3 26 4,317 0 90 0

前年比増減 病院数  病床数 前年比増減 指定病床数
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第１７表　入院形態別精神科病院在院状況（各年12月31日現在）

第１８表　精神障害者入退院状況（各年度12月31日現在）

第１９表　精神障害者負担区分の状況（県内病院入院者：令和3年12月31日現在）

第２０表　疾病別精神科病院在院患者数（各年度12月31日現在）

年度＼区分 措置入院 医療保護入院 任意入院 その他の入院 計

H29 8 2,152 1,548 1 3,709

H30 8 2,148 1,546 0 3,702

R元 10 2,153 1,508 1 3,672

R2 11 2,147 1,451 0 3,609

R3 13 2,158 1,380 4 3,555

　種別

年度 全　治 軽　快 未　治 死　亡 計

H29 3,772 5,812 47 4,780 716 332 5,875 3,709

H30 3,709 5,944 9 4,825 794 323 5,951 3,702

R元 3,702 5,777 53 4,472 913 369 5,807 3,672

R2 3,672 5,297 35 4,160 843 322 5,360 3,609

R3 3,609 5,395 7 4,181 845 416 5,449 3,555

退　　院　　患　　者　　数前年末在
院患者数

入院患者
数

本年末在
院患者数

入院患者数
精神保健福

祉法
社会保険各

法
国民健康保

健法
高齢者医療

確保法
生活保護法 自費 その他

3,555 13 216 1,074 1,721 523 3 5

(100%) (0.4) (6.1) (30.2) (48.4) (14.7) (0.1) (0.1)

費　　用　　負　　担　　区　　分　　内　　訳

H29 H30 R元 R2 R3

1,190 1,230 1,226 1,277 1,264

F00　アルツハイマー病の認知症 798 833 789 817 797

F01　血管性認知症 130 124 117 128 106

F02-09 上記以外の症状性を含む器質性精神障害 262 273 320 332 361

161 165 153 131 115

F10　アルコール使用による精神及び行動の障害 148 150 139 118 102

覚醒剤による精神及び行動の障害 5 5 6 6 5

ｱﾙｺｰﾙ､覚醒剤を除く精神作用物質使用による精神及び行動
の障害

8 10 8 7 8

1,804 1,764 1,758 1,684 1,620

301 281 276 267 277

66 72 77 71 76

8 12 8 10 9

28 24 29 31 25

87 75 82 73 79

20 25 19 23 34

6 5 11 5 5

31 46 29 26 30

7 3 4 11 21

3,709 3,702 3,672 3,609 3,555

F3　気分（感情）障害

再
掲

病　　　　　名　　　　　別

F0　症状性を含む器質性精神障害

再
掲

F1　精神作用物質使用による精神及び行動の障害

F2　統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

　その他

計

　てんかん（F0に属さないものを計上）

F4　神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害

F5　生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群

F6　成人の人格及び行動の障害

F7　精神遅滞【知的障害】

F8　心理的発達の障害

F9　小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害及び
詳細不明の精神障害
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第２１表　精神保健診察実施状況①

第２２表　精神保健診察実施状況②

第２３表　措置入院の延件数及び入院費の推移

第２４表  青森県精神医療審査会の審査状況（令和3年度）

第２５表　精神障害者の公費負担通院延件数と通院医療費の推移

種別 申請、通報件数 被診察件数 措置入院件数 措置率(％)

年度 Ａ Ｂ  Ｂ／Ａ

H29 84 49 35 41.7

H30 91 53 32 35.2

R元 120 59 45 37.5

R2 172 87 63 36.6

R3 170 98 70 41.2

　種別

年度

H29 13 35 36 12

H30 12 36 40 8

R元 8 45 44 9

R2 9 64 57 16

R3 16 67 70 13

前年度末措置
患者数

新規措置者数 措置解除数
年度末措置患

者数

年度 措置延件数 措置入院費

29 172 36,705千円

30 164 39,972千円

R元 180 44,418千円

R2 199 49,899千円

R3 218 47,596千円

①定期の報告等

適　　当
他の入院形態への
移行が適当

入院継続不要

2,984 2,984 0 0

医療保護入院 1,252 1,252 0 0

措置入院 11 11 0 0

4,247 4,247 0 0

②退院等の請求

　　適　　　当
入院又は処遇は不
適当

12 11 1

0 0 0

12 11 1

退院の請求

処遇改善の請求

計

審査件数

審査結果件数

計

 審査件数

審査結果件数

医療保護入院時の届出

入院中の
定期報告

年度 通院延件数 通院医療費

29 308,387 3,011,192千円

30 345,994 2,979,384千円

R元 353,000 2,875,177千円

R2 357,965 2,802,560千円

R3 367,021 2,805,852千円
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第２６表  精神障害者の病名別通院医療受給者数

第２７表  精神保健福祉の一般相談指導（令和3年度）

第２８表　保健所等別精神保健福祉相談員数（令和3年度）

第２９表　精神保健福祉に係る保健所別訪問指導実績 （令和3年度）（延件数）

第３０表　心の健康づくり事業実施状況（令和3年度）

件　数 構成比 件　数 構成比 件　数 構成比 件　数 構成比 件　数 構成比

F0 症状性を含む器質性精神障害 538 2.6 597 2.6 684 3 579 2.5 898 4

F1 精神作用物質使用による精神及び
行動の障害

552 2.7 570 2.5 573 2.5 430 1.9 582 2.6

F2 統合失調症、統合失調症型障害及
び妄想性障害

7,735 38.1 8,026 34.8 7,681 33.5 5,933 25.9 7,797 34.8

F3 気分（感情）障害 5,924 29.2 6,308 27.3 6,122 26.7 5,010 21.9 6,760 30.1

F4 神経症性障害、ストレス関連障害
及び身体表現性障害

887 4.4 990 4.3 1,077 4.7 850 3.7 1,383 6.2

F5 生理的障害及び身体的要因に関連
した行動症候群

38 0.2 30 0.1 41 0.2 34 0.1 52 0.2

F6　成人の人格及び行動の障害 149 0.7 161 0.7 154 0.7 135 0.6 185 0.8

F7　精神遅滞【知的障害】 410 2 507 2.2 493 2.2 377 1.6 574 2.6

F8　心理的発達の障害 637 3.1 489 2.1 545 2.4 478 2.1 838 3.7

F9　小児期及び青年期に通常発症す
る行動及び情緒の障害及び詳細
不明の精神障害

269 1.3 91 0.4 89 0.4 65 0.3 85 0.4

　てんかん（F0に属さないものを計
上）

1,853 9.1 2,067 9 2,038 8.9 1,690 7.4 2,212 9.9

  その他の精神障害 1,316 6.5 3,250 14.1 3,410 14.9 2,672 11.7 1,067 4.8

　　　　　　合　　　　　　　計 20,308 100 23,086 100 22,907 100 18,253 100 22,433 100

令和3年度
病名別

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

保健所名 東 弘　前 三　戸 五所川原 上十三 む　つ 計

定期相談会数 6 14 6 6 4 5 41

延件数 221 620 105 133 204 75 1,358

保健所等名 東 弘　前 三　戸 五所川原 上十三 む　つ
精神保健

福祉センター 計

人　数 3 8 9 9 8 6 2 45

東 弘　前 三　戸 五所川原 上十三 む　つ 計

一般
(ｱﾙｺｰﾙを含む）

36 139 43 59 49 65 391

保健所名 東 弘　前 三　戸 五所川原 上十三 む　つ 　計

開催回数（回） 2 0 1 0 1 1 5

受講人員（人） 57 0 22 0 32 26 137
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第３１表  精神科救急医療の対応件数（令和3年度）

第３２表　高次脳機能障害の相談支援状況（令和3年度）

第３３表  精神障害者家族会の設立状況（単位家族会）（令和4年3月31日現在）

第３４表　自殺の死亡数・死亡率の推移

第３５表　職種別ゲートキーパーの育成人数（単位：人）

総　　数 電話相談 外来受診 入　　院

1,376 734 353 289

本人 家族・その他

728件（97） 625件（41） 103件（56）

相談数（実数）
合計

区分

保健所

7 7 4 5 4 3 30箇所数

計青森 弘前 八戸 五所川原 上十三 むつ

死亡数 死亡率 死亡数 死亡率 死亡数 死亡率 死亡数 死亡率 死亡数 死亡率

男性 202 33.7 188 31.8 149 25.6 170 29.0

女性 63 9.3 71 10.7 60 9.1 68 10.5

総数 265 20.8 259 20.6 209 16.9 238 19.3 284 23.4

順位

男性 14,308 23.6 13,851 22.9 13,668 22.7 13,588 22.6

女性 6,123 9.6 6,180 9.7 5,757 9.1 6,655 10.5

総数 20,431 16.4 20,032 16.1 19,425 15.7 20,243 16.4 20,282 16.5

※令和2年は人口動態統計概数

令和3年

1

令和2年

4

全国

青森県

令和元年

172

区分
平成30年平成29年

3

～令和2年度 令和3年度

医師 124

看護師 407

介護支援専門員 1,024 149

司法書士 83

薬剤師 1,856

歯科医師 388

理容師 335

弁護士 33

教職員等 449

その他 189

計 4,888 149
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第３６表　特別障害者手当等受給人員、金額（単位：人、千円）

第３７表　重度心身障害者の医療費助成金額等

第３８表　心身障害者扶養共済制度加入数及び年金等支給状況（各年度3月31日現在）

人　員 金　　額 人　員 金　　額 人　員 金　　額

（月平均） （年　間） （月平均） （年　間） （月平均） （年　間）

H29 1,884 605,176 919 160,738 42 7,423

H30 1,859 600,308 893 156,908 40 7,056

R元 1,817 592,126 905 160,209 39 6,778

R2 1,797 589,351 913 163,010 36 6,422

R3 1,855 608,920 891 159,127 35 6,250

特別障害者手当 障害児福祉手当 福祉手当（経過措置分）

年　度

年　度 受給者証交付数 医療費給付金額（千円） 県補助金額（千円）

H29 19,234 1,578,074 787,614

H30 19,085 1,483,248 739,126

R元 17,819 1,438,858 718,473

R2 17,604 1,323,063 661,219

R3 16,943 1,319,298 659,175

区分

年度

男 女 計
重
度

中
・
軽
度

計
一
級

二
級

三
級

計

H29 328 206 534 170 206 376 62 56 10 128 30 598 2

H30 326 197 523 167 204 371 58 55 10 123 29 596 4

R元 312 191 503 158 198 356 56 52 10 118 29 601 7

R2 284 176 460 148 175 323 52 45 9 106 31 622 6

R3 259 157 416 138 149 287 50 39 9 98 31 636 5

弔
慰
金
受
給
者

加 入 者 総 数 知 的 障 害 者 身 体 障 害 者

そ
の
他

年
金
受
給
者
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第３９表　障害者相談センター(旧身体障害者更生相談所）における処理状況(単位：件）

第４０表　障害者相談センター(旧知的障害者更生相談所)における処理状況(単位：件）

第４１表　県立療育福祉センター、医療療育センターの年度別１日平均入所者数

第４２表  視覚障害者情報センター図書貸出数(利用延べ冊数）

第４３表　視覚障害者情報センター図書蔵書数

更
生
医
療

補
装
具

身
体
障
害

者
手
帳

職
業

施
設

生
活

そ
の
他

計
医
学
的

判
断

心
理
学
的

判
断

機
能
的

判
断

そ
の
他

計

更
生
医
療

補
装
具

身
体
障
害

者
手
帳

障
害
支
援

区
分

そ
の
他

計

来所 4,031 2,759 1,271 0 0 0 0 0 4,030 2,759 0 0 0 2,759 2,759 1,271 0 0 0 4,030

巡回 169 0 101 92 0 0 0 0 193 193 0 0 0 193 0 101 92 0 0 193

計 4,200 2,759 1,372 92 0 0 0 0 4,223 2,952 0 0 0 2,952 2,759 1,372 92 0 0 4,223

来所 3,932 2,753 1,179 0 0 0 0 0 3,932 3,932 0 0 0 3,932 2,753 1,179 0 0 0 3,932

巡回 184 0 79 133 0 0 0 212 212 0 0 0 212 0 79 133 0 0 212

計 4,116 2,753 1,258 133 0 0 0 0 4,144 4,144 0 0 0 4,144 2,753 1,258 133 0 0 4,144

相談内容 判定内容 判定書交付件数

R2

R3

年
度
別

区
分

取
扱
実
人
員

（
人
）

施
設
入
所

職
親
委
託

職
業

医
療
保
健

生
活

教
育

療
育
手
帳

そ
の
他

計
医
学
的

判
断

心
理
学
的

判
断

機
能
的

判
断

そ
の
他
の

判
定

計

障
害
支
援

区
分

療
育
手
帳

そ
の
他

計

来所 279 0 0 0 0 0 0 117 162 279 36 115 115 0 266 0 115 151 266

巡回 248 0 0 0 0 0 0 248 0 248 50 241 241 0 532 0 241 0 241

計 527 0 0 0 0 0 0 365 162 527 86 356 356 0 798 0 356 151 507

来所 303 0 0 0 0 0 0 102 201 303 21 99 99 0 219 0 99 194 293

巡回 214 0 0 0 0 0 0 214 0 214 38 207 207 0 452 0 207 0 207

計 517 0 0 0 0 0 0 316 201 517 59 306 306 0 671 0 306 194 500

相談内容 判定内容 判定書交付件数

R2

R3

年
度
別

区
分

取
扱
実
人
員

（

人
）

区分

年度 定員 入所者数 定員 入所児童数 定員 入所者数 定員 入所児童数 定員 入所児童数 定員 入所児童数

H29 15 11 6 5 24 17 5 1 42 38 40 27

H30 15 12 6 5 24 16 5 1 42 35 40 28

R元 15 13 6 4 20 18 5 0 42 28 40 28

R2 15 13 6 4 20 19 5 0 42 29 40 28

R3 15 13 6 2 20 19 5 0 42 31 40 26

はまなす医療療育センター

肢体不自由児 重症心身障害児施設入所
福祉型

障害児入所施設
施設入所

福祉型
障害児入所施設

あすなろ療育福祉センター さわらび療育福祉センター

年度 総記 哲学 歴史 社会科学 自然科学 技術．工学 産業 芸術．美術 語学 文学 借受 雑誌 計

H29 33 303 233 238 261 85 69 198 64 2,777 4,097 11,676 20,034

H30 40 261 312 278 284 72 27 237 56 3,753 6,416 11,363 23,099

R元 34 264 343 372 281 114 14 161 39 3,549 8,130 10,420 23,721

R2 34 286 297 363 405 164 120 190 18 3,690 9,808 9,619 24,994

R3 15 212 192 315 366 200 21 195 111 4,244 9,236 9,650 24,757

総記 哲学 歴史 社会科学 自然科学 技術．工学 産業 芸術．美術 語学 文学 計

タイトル数 159 527 751 1,320 1,400 493 138 384 202 6,366 11,740

冊数 653 1,433 2,447 3,465 3,880 1018 423 1,107 787 21,269 36,482

タイトル数 212 502 620 691 871 312 40 312 83 3,643 7,286

冊数 1,020 2,181 3,662 3,457 3,463 964 146 1,066 297 23,581 39,837

タイトル数 111 533 607 801 720 225 103 623 91 5,501 9,315

冊数 115 533 607 809 721 229 103 643 91 5,503 9,354

区分

点字図書

録音図書

ＣＤ図書
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第４４表  聴覚障害者情報センター聴覚障害者用録画物（ビデオ・ＤＶＤ）貸出数

第４５表  聴覚障害者情報センター聴覚障害者用録画物（ビデオ・ＤＶＤ）所有数

第４６表　青森県身体障害者福祉センターねむのき会館利用者数

第４７表　障害福祉関係予算の比較（単位：千円）

年度 趣味・教養 記録・報道 教育・教材 映画・ドラマ 健康 子ども・アニメ 文字放送番組 スポーツ 芸能・娯楽 手話 手話付き番組 手話学習用 その他 計

H29 12 27 0 42 13 16 0 0 5 12 0 3 2 132

H30 20 26 1 40 1 17 0 0 3 1 1 0 0 110

R元 16 17 0 11 0 18 0 0 0 3 0 0 2 67

R2 12 16 11 33 4 12 0 0 1 10 0 12 4 115

R3 21 14 8 53 2 4 0 3 3 28 0 8 14 158

趣味・教養 記録・報道 教育・教材 映画・ドラマ 健康 子ども・アニメ 文字放送番組 スポーツ 芸能・娯楽 手話 手話付き番組 手話学習用 その他 計

本数 409 771 244 1,306 133 389 0 3 132 67 6 40 79 3,579

年度 肢体不自由 視覚障害 聴覚障害 その他の障害 介護者 福祉関係者 その他 計

H29 1,349 89 192 4,755 1,742 2,087 5,565 15,779

H30 1,353 60 281 4,949 1,595 2,238 4,667 15,143

R元 1,359 102 174 4,939 1,389 2,289 3,781 14,033

R2 843 76 62 3,974 887 2,143 650 8,635

R3 752 42 48 2,928 477 1,599 168 6,014

   令和4年度    令和3年度

    当初予算     当初予算 増減額 増減率(%)

一般会計     

　障害福祉課予算 18,985,845 17,239,950 1,745,895 10.1%

  

　健康福祉部予算額 167,756,883 146,577,894 21,178,989 14.4%

11.3% 11.8% 　－ 　　－

特別会計   

  医療療育センター会計 2,017,197 1,994,428 22,769 1.1%

対前年度比較

健康福祉部予算額に占める障害福祉課予算(%)
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